【様式１】

認知症対応型共同生活介護事業所設置計画概要書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　（あて先）岐阜市長　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　事業者（所在地）
        　　　　  　　　　　　　　　　　　　　（名称）
 　       　　　　　　　　　　 　　（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　
   　         　        　　　　 　　事務担当者
     　               　　　      　　　　（TEL）     　　　　      （FAX）
　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　（Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）
　次のとおり認知症対応型共同生活介護事業所の設置計画概要書を提出します。

	Ⅰ　事業主体の概要

	事業者
	フリガナ
	

	
	事業者名称
	

	
	所在地
	（郵便番号　　　　－　　　）

岐阜県



	
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	代表者
	フリガナ
	
	住所
	（郵便番号　　　－　　）



	
	代表者名
	
	
	

	
	生年月日
	
	
	

	基本財産・資本金
	

	経営事業内容

	



	Ⅱ　事業計画概要

	事業所種別及び延床面積
	認知症対応型共同生活介護
(定員　　人)

　　　　　　    ㎡

併設（既存）事業所

(定員　　人)

　　　　　　    ㎡


	建物構造
	　　　　　　　

　　　　　　　造

階建　　    　

(耐火・準耐火)

	
	（名称）



	総事業費
	　　　　　　　　　　　

千円
	整備年度
	令和８年度

	建築予定地
	岐阜市

	立地条件
	（都市計画の区域区分，住宅地からの距離，交通網及び今後の開発計画等を記載すること。）



	敷地面積等
	１．合計地積　　　　　　　　　　㎡（公簿／実測）　地目：

２．確保の方法　　寄附　　・　売買（合計　　　　　　円）　・　法人所有

　　（該当に○）　無償貸与・　有償貸与（　　　　　　　　　円／月）

	取付道路
	　　　　　側　　　　ｍ幅の（国・県・市・私）道

	給水計画
	公共上水道・地下水【水質・量の適否調査の実施：　済み　・　予定（　　　月頃）】

	排水計画
	公共下水道・合併処理浄化槽（　　　　　　　　　　　　　　　　　　に放流）

	排水に係る水利
組合の同意見込
	１．説明会の実施〔　済み　・　予定（　　　　月頃）〕

２．同意書の有無〔　有り　・　無し　〕

３．その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	設置について地域住民の同意見込
	１．説明会の実施〔　済み　・　予定（　　　　月頃）〕

２．同意書の有無〔　有り　・　無し　〕

３．その他〔　　

	法令等に基づく制限等
	都市計画法
	計画区域内　⇒　市街化区域・市街化調整区域
　　　　　　　　都市計画区域における用途地域（　　　　　　　　　　　）


	
	農業振興地域の整備に関する法律
	農振地域内　⇒　農用地区域以外
農振地域外

	
	その他の法的規制
	農地法・国土利用計画法・森林法・河川法・土地区画整理法・土地改良法

大規模建築物要綱・自然公園法・文化財保護法

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	〔規制解除，開発許可等の見通し又は時期〕



	岐阜市立地適正化計画の区域（※１）
	１．都市機能誘導区域内
２．居住誘導区域内
３．その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	岐阜市地域防災計画の区域等（※２）
	（区域内にあてはまる場合、Ⅴ 建設計画の概要【災害対策】と、Ⅶ 事業運営計画⑦災害時の対策(イ)もご記入ください）
１．浸水想定区域 〔　区域内　・　区域外　〕

２．土砂災害（特別）警戒区域〔　特別警戒区域内　・　警戒区域内　・　区域外　〕

３．その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕


（※）岐阜市ホームページからご確認ください。
１　岐阜市立地適正化計画
https://www.city.gifu.lg.jp/info/machizukuri/1007778/1007799/1007805/1007807.html
（トップページ > 市政情報 > まちづくり（都市計画・都市整備） > 都市計画 > 岐阜市の都市計画 > 岐阜市立地適正化計画 > 岐阜市立地適正化計画を策定しました。）
２　岐阜市地域防災計画
①https://www.city.gifu.lg.jp /kenko/kaigo/1004843/1032050.html
（トップページ > 健康・福祉 > 介護保険 > 介護サービス事業者の方へ > 令和8年度に整備する地域密着型サービス事業者の募集について）
②https://www.city.gifu.lg.jp/kurashi/bousai/1001359/index.html
（トップページ > くらし・手続き > 防災 > ハザードマップ）
　③https://www.city.gifu.lg.jp/kurashi/bousai/1001411/1001417.html

　（トップページ > くらし・手続き > 防災 > 防災に係る調査・計画 > 岐阜市地域防災計画）

	Ⅲ　資金収支計画

	総　　事　　業　　費
	資　　　金　　　計　　　画

	設計監理費
	        　　　　　　千円
	寄附金
	     　　    　　　　　千円

	建築工事費
	          　　　　　千円
	
	

	外構工事費
	          　　　　　千円
	自己資金
	　　　　　　　　　　　 千円

	敷地造成費
	     　　　　　     千円
	
	

	土地取得費
	     　　　　　     千円
	補助金

（建設補助）
	　　　　　　　　千円



	設備（備品）費
	          　　　　　千円
	補助金

（開設準備）
	千円



	その他整備費
	        　　　　　  千円
	借入金
	福祉医療

機構
	        　　　　　　   千円

	基本財産基金
	        　　　　　  千円
	
	
	

	運転資金
	　　　　　　　　　　千円
	
	協調融資
	          　　　　　　 千円

	法人事務費
	　　　　　　　　　　千円
	
	
	

	　合　　　計
	         　　　　　 千円
	　合　　計
	　　　　　　　　　　 　千円

	※1.補助金については「39,600千円」（建設補助）、「989千円×定員数」（開設準備）と記入してください。（単価は令和6年度の岐阜県地域密着型サービス等整備助成事業のもの。）
2.運転資金については，運営費の３か月程度を見込むこと。

	　　　


	Ⅳ　事 業 の 実 施 方 針

　申請者の当該事業に対する理念や意欲，事業への取り組みの体制・特徴，特に重視する実施上の

配慮事項等を簡潔に記載してください。

	


	Ⅴ　建　設　計　画　の　概　要

	【建築用地】

①当該予定地を選定した理由

②設置予定地周辺の環境

③敷地取得の見通し

④所有権以外の権利（抵当権等）が設定されている場合，その抹消見通し等
　（抹消予定の場合，権利者からの解除確約書を添付）
	

	【建築計画】

①建築テーマ

②全体配置

③居室配置の工夫

④居室内の工夫

⑤居間(兼食堂)の工夫

⑥床等の木質化

（事故防止と生活の場の創出）

⑦台所（利用者参加の配慮等を含む。）

⑧便所の配置

⑨浴室脱衣室の配置と室内の工夫

⑩プライバシーの確保

（居室，便所，浴室等）

⑪建物の外回りやベラン

ダ等の工夫

⑫その他建築に当たっての配慮・工夫

	

	【災害対策】
Ⅱ 事業計画概要　「岐阜市地域防災計画の区域等」で、区域内の場合は、必須項目。
１．浸水想定区域
２．土砂災害（特別）警戒区域
３．その他

	（想定される被災リスクに対し、施設・設備上でどのような対策を実施するか）
１．浸水想定区域内の場合
●予想される浸水の深さ　※該当の水位を選択の上、対策内容を記載
（　0.5ｍ未満　・　0.5ｍ～3ｍ　・　3ｍ～5ｍ　・　5ｍ以上　）

２．土砂災害（特別）警戒区域内の場合　※選択の上、対策内容を記載

●（　土砂災害警戒区域　・　土砂災害特別警戒区域　）
３．その他　
（例：内水　１ｍ以上の浸水想定区域　など　　　　　　　　　　　　　）



	Ⅵ　職　員　配　置　計　画　の　概　要

	①職員採用計画

（標準的な採用計画の例：ハローワーク等職業紹介所の活用やホームページ、求人情報サイト等の活用など）

	（どのように職員の確保について考えているか。）

ア　独自性のある求人募集の体制など



	
	イ　その他実効性がある工夫


	②介護職員の採用条件


	（介護福祉士等の資格）


	③職員の配置


	（ア　常勤換算法で○：１か、常勤・非常勤の内訳など）


	
	（イ　配置や勤務形態において独自の工夫など）


	④夜勤配置


	（ア　夜間の職員をどのように配置するか）



	
	（イ　配置や勤務形態において独自の工夫など）


	⑤職員の処遇についての考え方


	（離職者の軽減、働く意欲の向上の観点から、職員配置、賃金体系、福利厚生などをどのように考えているか）

ア　介護職員処遇改善加算を取得予定、又は取得できる状態のキャリアパス要件を満たす予定など具体的な（実効性のある）手段や独自の工夫を記載



	
	イ　職員の安全性を確保するための対策方針
（職員の健康管理、感染予防、介護中・移動中の事故防止、サービス提供時の職員への暴力・セクハラ防止等への取り組みを記載）


	⑥職員の資質向上のための研修計画


	※キャリア段位制度の導入、岐阜県介護人材育成事業者の認定を受ける、等




	Ⅶ　事　業　運　営　計　画　の　概　要

	①認知症対応型共同生活介護を実施するに当たっての基本的考え方
	（何を目指すのか、利用者へのサービス提供に際して重視すること）


	②利用者一人ひとりへの各種サービス提供の配慮
	（ア　利用者一人ひとりの生活の配慮や、共同生活を行う上で工夫していることなど）


	
	（イ　利用者又はその家族への指導・説明に際し、理解を得るために必要と考える対応や工夫）


	③利用者が住み慣れた地域での生活を継続できるようにするための配慮
	(地域密着サービスとして、利用者家族・地域との関わりをサービス計画へどう位置づけるか)


	④プライバシーの確保

	（居室，排せつ，入浴など）


	⑤利用者の活動の支援
	（利用者の趣味又は嗜好に応じた活動の工夫）


	⑥感染症の発生時における対応
	（ア　設備面の対応）
　
（イ　備蓄面の対応）
（ウ　運営面の対応）
（エ　その他）


	⑦災害時の対策


	（ア　入所者の安全確保や関係機関との連携、法人としての訓練実績（法人設立と同時整備で実績がない場合は具体的な訓練計画）などを記載)



	
	（イ　想定される被災リスクに対して、被害の防止や軽減のためどのような対策を計画しているか）
※　Ⅱ 事業計画概要　「岐阜市地域防災計画の区域等」で、１．浸水想定区域、２．土砂災害（特別）警戒区域、３．その他が区域内の場合は、必須項目。



	⑧地域福祉への貢献

　・ボランティア等，地域住民の理解と参加の確保

　・その他地域等との結びつきを重視した事業所運営の考え方

　・当該事業所が高齢者の在宅生活を支える拠点となるべき観点からの事業展開の考え方　
	

	⑨その他独自のサービス等
	

	⑩融資の実績
	（ア　過去に社会福祉施設等の整備等で、福祉医療機構もしくは民間の金融機関からの融資をうけているか）


	
	（イ　上記アにおける償還期間）
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